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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

連結経営指標等 

  

  

(注)  １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

   ２ 「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載して 

  おりません。 

   ３ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記 

  載しておりません。 

４ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としており

ます。 

  
２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

回次 
第109期 

第２四半期 
連結累計期間 

第110期 
第２四半期 
連結累計期間 

第109期 

会計期間 
自  平成26年４月１日
至  平成26年９月30日

自  平成27年４月１日 
至  平成27年９月30日 

自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日

売上高 (百万円) 919,222 953,224 1,924,929 

経常利益 (百万円) 25,001 27,657 59,563 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 16,058 15,211 26,382 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 15,020 9,634 62,639 

純資産額 (百万円) 518,511 552,804 550,137 

総資産額 (百万円) 1,374,539 1,399,872 1,453,617 

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 15.65 15.19 25.87 

自己資本比率 (％) 36.70 38.23 36.59 

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 21,147 11,805 74,519 

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △18,539 △18,186 △22,386 

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △9,314 △17,707 △33,636 

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高 

(百万円) 117,724 124,398 148,942 
 

回次 
第109期 

第２四半期 
連結会計期間 

第110期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成26年７月１日
至  平成26年９月30日

自  平成27年７月１日 
至  平成27年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 11.06 7.00 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、円安基調の継続や原油安の影響などを背景とし、企業収益や雇用環

境が改善するなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。一方、海外経済においては、中国経済をはじめとした

新興国経済の減速などによる下振れリスクが懸念される状況が続いております。 

このような経済情勢のなか、物流業界におきまして、国内貨物は、緩慢な個人消費動向などから荷動きに力強さ

を欠き、国際貨物は、中国をはじめとするアジア諸国などを中心に荷動きに鈍さがみられる状況で推移いたしまし

た。 

こうした経営環境のもと、当社グループの当第２四半期連結累計期間は、運送セグメントのうち、国内会社にお

いては、前年同四半期に比べ、複合事業、警備輸送、航空の各セグメントでは減収となりましたが、重量品建設、

海運の各セグメントでは増収となりました。海外会社においては、前年同四半期に比べ、米州、欧州、東アジア、

南アジア・オセアニアの各セグメントで増収となりました。また、販売セグメントにおいては、前年同四半期に比

べ、石油販売単価が下落したこと等により減収となり、その他セグメントにおいては、前年同四半期に比べ、新規

連結会社が加わったこと等により増収となりました。 

この結果、売上高は9,532億円と前年同四半期に比べ340億円、3.7％の増収となり、営業利益については、231億

円と前年同四半期に比べ29億円、14.5％の増益、経常利益については、276億円と前年同四半期に比べ26億円、

10.6％の増益となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純利益については、152億円と前年同四半期に比べ

８億円、5.3％の減益となりました。 
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報告セグメントの業績概況は以下のとおりであります。 

  

（売上高の明細） 

  

（セグメント利益(営業利益)の明細） 

  

 

  

前第２四半期 
連結累計期間 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日)

（百万円） 

当第２四半期 
連結累計期間 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

（百万円） 

増 減 
（百万円） 

増減率(％)

運送 

国内会社 

複合事業 365,571 363,757 △1,813 △0.5 

警備輸送 27,636 27,208 △428 △1.6 

重量品建設 24,614 27,517 2,903 11.8 

航空 91,898 90,531 △1,366 △1.5 

海運 59,674 60,985 1,311 2.2 

海外会社 

米州 37,439 48,295 10,856 29.0 

欧州 39,574 41,039 1,464 3.7 

東アジア 48,097 57,467 9,369 19.5 

南アジア・ 
オセアニア 

29,175 36,795 7,620 26.1 

販売 208,432 185,794 △22,637 △10.9 

その他 53,829 83,736 29,907 55.6 

合計 985,943 1,023,130 37,187 3.8 
 

  

前第２四半期 
連結累計期間 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日)

（百万円） 

当第２四半期 
連結累計期間 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

（百万円） 

増 減 
（百万円） 

増減率(％)

運送 

国内会社 

複合事業 6,471 8,777 2,306 35.6 

警備輸送 387 689 302 78.0 

重量品建設 1,124 1,626 501 44.6 

航空 2,565 2,181 △383 △15.0 

海運 2,918 3,322 404 13.9 

海外会社 

米州 1,740 2,732 992 57.0 

欧州 1,040 699 △340 △32.7 

東アジア 726 581 △144 △20.0 

南アジア・ 
オセアニア 

683 861 178 26.1 

販売 2,763 3,175 412 14.9 

その他 732 698 △34 △4.7 

合計 21,153 25,346 4,193 19.8 
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①複合事業（運送、国内会社） 

自動車の取扱いが減少したこと等により、売上高は3,637億円と前年同四半期に比べ18億円、0.5％の減収とな

りましたが、燃料費の減少および料金改定の効果により、営業利益は87億円と前年同四半期に比べ23億円、

35.6％の増益となりました。 

②警備輸送（運送、国内会社） 

輸送業務の取扱いが減少したこと等により、売上高は272億円と前年同四半期に比べ4億円、1.6％の減収となり

ましたが、営業利益は６億円と前年同四半期に比べ３億円、78.0％の増益となりました。 

③重量品建設（運送、国内会社） 

海外における各種プロジェクト案件が増加したこと等により、売上高は275億円と前年同四半期に比べ29億円、

11.8％の増収となり、営業利益は16億円と前年同四半期に比べ５億円、44.6％の増益となりました。 

④航空（運送、国内会社） 

燃油価格の下落に伴い、収受料金が減少したこと等により、売上高は905億円と前年同四半期に比べ13億円、

1.5％の減収となり、営業利益は21億円と前年同四半期に比べ３億円、15.0％の減益となりました。 

⑤海運（運送、国内会社） 

輸出貨物の取扱いが増加したこと等により、売上高は609億円と前年同四半期に比べ13億円、2.2％の増収とな

り、営業利益は33億円と前年同四半期に比べ４億円、13.9％の増益となりました。 

⑥米州（運送、海外会社） 

航空輸入貨物の取扱いが好調に推移したこと等により、売上高は482億円と前年同四半期に比べ108億円、

29.0％の増収となり、営業利益は27億円と前年同四半期に比べ９億円、57.0％の増益となりました。 

⑦欧州（運送、海外会社） 

倉庫の取扱いが堅調に推移したこと等により、売上高は410億円と前年同四半期に比べ14億円、3.7％の増収と

なりましたが、営業利益は６億円と前年同四半期に比べ３億円、32.7％の減益となりました。 

⑧東アジア（運送、海外会社） 

航空輸出貨物の取扱いが堅調に推移したこと等により、売上高は574億円と前年同四半期に比べ93億円、19.5％

の増収となりましたが、営業利益は５億円と前年同四半期に比べ１億円、20.0％の減益となりました。  

⑨南アジア・オセアニア（運送、海外会社） 

航空輸出貨物の取扱いが好調に推移したこと等により、売上高は367億円と前年同四半期に比べ76億円、26.1％

の増収となり、営業利益は８億円と前年同四半期に比べ１億円、26.1％の増益となりました。 

⑩販売 

石油販売単価が下落したこと等により、売上高は1,857億円と前年同四半期に比べ226億円、10.9％の減収とな

りましたが、営業利益は31億円と前年同四半期に比べ４億円、14.9％の増益となりました。 

⑪その他 

日通ＮＥＣロジスティクス社の株式取得等により、売上高は837億円と前年同四半期に比べ299億円、55.6％の

増収となりましたが、営業利益は６億円と前年同四半期に比べ３千万円、4.7％の減益となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、1兆3,998億円で、前連結会計年度末に比べ537億円、3.7％減となりま

した。 

流動資産は、6,819億円で、前連結会計年度末に比べ373億円、5.2％減、固定資産は、7,179億円で、前連結会計

年度末に比べ163億円、2.2％減となりました。  

流動資産減少の主な要因は、売掛金の減少等によるものです。 

固定資産減少の主な要因は、投資有価証券及び建物の減少等によるものです。 

流動負債は、4,304億円で、前連結会計年度末に比べ614億円、12.5％減、固定負債は、4,165億円で、前連結会計

年度末に比べ50億円、1.2％増となりました。 

流動負債減少の主な要因は、買掛金の減少等によるものです。 

固定負債増加の主な要因は、長期借入金の増加等によるものです。 

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、5,528億円で、前連結会計年度末に比べ26億円、0.5％増となりまし

た。これは、利益剰余金の増加等によるものです。 
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、1,243億円となり、前年同

四半期末に比べ66億円増加しました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結累計期間において営業活動の結果得られた資金は118億円となり、前年同四半期に比べ93億円収

入が減少しました。その主な要因は、「仕入債務の増減額」等によるものです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結累計期間において投資活動の結果使用した資金は181億円となり、前年同四半期に比べ３億円支

出が減少しました。その主な要因は、「固定資産の取得による支出」等によるものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結累計期間において財務活動の結果使用した資金は177億円となり、前年同四半期に比べ83億円支

出が増加しました。その主な要因は、「長期借入金の返済による支出」等によるものです。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法

施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

①基本方針の内容 

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の

者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に

資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応

じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えております。 

ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができな

い可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グルー

プの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報

が十分に提供されないものもあります。 

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のために、

必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉等を行う必要があると考えております。 

  

②基本方針の実現に資する取組み 

当社では、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるための取組みとして次の施策を行ってお

ります。 

Ａ 経営計画 

当社グループは、中期経営計画である「日通グループ経営計画２０１５－改革と躍進－」を策定し、平成25年４

月１日から、この計画に総力をあげて取り組んでおります。この計画では、「グローバルロジスティクス事業の更

なる拡大」「国内事業の経営体質強化」「グループ各社の多様性を活かした事業拡大」「ＣＳＲ経営に基づく、事

業を通じた社会への貢献」の４つの基本戦略を掲げており、この各項目に当社グループが一体となって取り組むこ

とで、グローバルロジスティクス企業として未来に向かって躍進してまいります。 
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Ｂ コーポレート・ガバナンス強化への取組み 

ａ 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、コーポレート・ガバナンスの充実・強化、コンプライアンスの徹底、経営の透明性確保が重要であ

るとの認識に立ち、「迅速な意思決定によるスピード経営の実現」と「責任体制の明確化」を基本方針として

おります。これらを実現するために、経営上の組織体制を整備し、必要な施策を実施していくことを、最も重

要な課題の一つと位置づけております。 

  

ｂ コーポレート・ガバナンスに関する具体的な施策の実施状況 

当社は、取締役会、監査役会に加え、迅速な意思決定及び業務執行を目的として執行役員制を導入しており

ます。 

 取締役会及び執行役員会は、原則として毎月１回及び必要に応じて随時開催しております。また、監査役会

は、原則として３ヵ月に１回及び必要に応じて随時開催しております。 

なお、コーポレート・ガバナンスの状況につきましては、当社ホームページに開示しておりますコーポレー

ト・ガバナンス報告書もご参照願います。 

  

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み 

当社は、平成20年４月11日開催の取締役会において、当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（以下「本プ

ラン」といいます。）の導入を決議いたしました。また平成20年６月27日開催の第102回定時株主総会、平成23年６

月29日開催の第105回定時株主総会並びに平成26年６月27日開催の第108回定時株主総会において、株主の皆様のご

承認をいただき、本プランは、平成29年６月開催予定の定時株主総会終結の時まで継続することとしております。 

Ａ 本プラン導入の目的 

当社は、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを明確にし、株主の皆様が適切な判

断をするために必要かつ十分な情報及び時間、並びに大規模買付行為を行おうとする者との交渉の機会を確保する

ために、本プランを導入いたしました。 

本プランは、以下のとおり、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定するとと

もに、一定の場合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生する可能

性があることを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さ

ない当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行うものです。 

なお、本プランにおいては、対抗措置の発動等にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、独立委

員会規程に従い、当社社外取締役、当社社外監査役、又は社外の有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁

護士、公認会計士もしくは学識経験者又はこれらに準じる者）で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した者の

みから構成される独立委員会（以下「独立委員会」といいます。）の勧告を最大限尊重するとともに、株主の皆様

に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしております。 
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Ｂ 本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されること

を防止するための取組み） 

 ａ 本プランに係る手続き 

（ⅰ）対象となる大規模買付等 

本プランは、以下の（イ）又は（ロ）に該当する当社株式等の買付け又はこれに類似する行為（ただし、当

社取締役会が承認したものを除きます。係る行為を、以下「大規模買付等」といいます。）がなされる場合を

適用対象といたします。大規模買付等を行い、又は行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）は、予

め本プランに定められる手続きに従わなければならないものといたします。 

（イ）当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる買付け 

（ロ）当社が発行者である株式等について、公開買付けに係る株式等の株式等所有割合及びその特別関係者の

株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け 

（ⅱ）「意向表明書」の当社への事前提出 

買付者等におきましては、大規模買付等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買付者等が大規模買

付等に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面を提出していただきます。 

（ⅲ）「本必要情報」の提供 

上記（ⅱ）の「意向表明書」をご提出いただいた場合には、買付者等におきましては、一定の期間内に当社

に対して、大規模買付等に対する株主及び投資家の皆様のご判断並びに当社取締役会の評価・検討等のために

必要かつ十分な情報を提供していただきます。 

（ⅳ）取締役会評価期間の設定等 

当社取締役会は、一定の評価期間内において、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から買

付者等による大規模買付等の内容の検討等を行い、大規模買付等に関する当社取締役会としての意見を慎重に

とりまとめ、買付者等に通知するとともに、適時かつ適正に株主の皆様に開示いたします。 

（ⅴ）対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告 

独立委員会は、取締役会評価期間内に、当社取締役会に対して、対抗措置の発動の是非に対する勧告を行う

ものといたします。 

（ⅵ）取締役会の決議 

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、係る勧告を踏まえて当社の企業価値・株主

共同の利益の確保・向上という観点から速やかに対抗措置の発動又は不発動の決議を行うものといたします。 

  

 ｂ 本プランにおける対抗措置の具体的内容 

原則として、新株予約権の無償割当てを行うことといたします。 

  

 ｃ 本プランの有効期間、廃止及び変更 

本プランの有効期間は、平成29年６月開催予定の定時株主総会終結の時までとしております。 

ただし、係る有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなされ

た場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更又は廃止されるものといたします。また、当社の株主

総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランはそ

の時点で廃止されるものといたします。 
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④上記の取組みに対する取締役会の判断及びその理由 

当社取締役会は以下の理由により、本プランが基本方針に従い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に沿う

ものであり、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 

Ａ 買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること 

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上

のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・

株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足しており、かつ、企業価値研究会が平成20年６月30日に

発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」にも準じております。 

  

Ｂ 当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること 

本プランは、上記③Ａに記載のとおり、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をも

って導入されているものであります。 

  

Ｃ 株主意思を重視するものであること 

本プランは、株主総会において株主の皆様にご承認をいただき導入したものであります。また、本プランの有効

期間は、平成29年６月開催予定の定時株主総会終結の時までであり、その間の当社株主総会において本プランの変

更又は廃止の決議がなされた場合には、本プランも当該決議に従い変更又は廃止されることになります。従いまし

て、本プランは株主の皆様のご意思が十分反映される仕組みとなっております。 

  

Ｄ 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

当社は、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、対抗措置の発動等を含む本プランの運用に関する決議及び

勧告を客観的に行う取締役会の諮問機関として独立委員会を設置しております。 

また、当社は、必要に応じ独立委員会の判断の概要について株主の皆様に情報開示を行うこととし、当社の企業

価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しております。 

  

Ｅ 合理的かつ客観的な発動要件の設定 

本プランは、上記③Ｂａに記載のとおり、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように

設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。 

  

Ｆ デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと 

本プランは、上記③Ｂｃに記載のとおり、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、い

つでも廃止できるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の

過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。 

 また、当社は、期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の

交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。 

  
(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

(6) 従業員数 

当第２四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。 

  

(7) 生産、受注及び販売の実績 

当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。 

  

(8) 主要な設備 

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画

の著しい変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

  

②【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。  

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 3,988,000,000 

計 3,988,000,000 
 

種類 
第２四半期会計期間末

現在発行数(株) 
(平成27年9月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 1,038,000,000 同左 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数は 
1,000株であります。 

計 1,038,000,000 同左 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成27年９月30日 ─ 1,038,000,000 ─ 70,175 ─ 26,908 

 

― 10 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成27年９月30日現在 

(注)  １ 上記のほか当社所有の自己株式36,423千株(3.5％)があります。 

２ 信託銀行各社の所有株式数は、信託業務に係るものであります。 

３ 平成27年９月25日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、野村證券株式会社並びにそ

の共同保有者である野村ホールディングス株式会社、NOMURA INTERNATIONAL PLC及び野村アセットマネ

ジメント株式会社が、平成27年９月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されておりますが、

当社として、当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の

状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

  

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11-3 83,881 8.1 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目8-11 71,208 6.9 

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町二丁目6-1 56,019 5.4 

損害保険ジャパン日本興亜株式
会社 

東京都新宿区西新宿一丁目26-1 50,967 4.9 

みずほ信託銀行株式会社 退職
給付信託 みずほ銀行口 

東京都中央区八重洲一丁目2-1 41,500 4.0 

日通株式貯蓄会 東京都港区東新橋一丁目9-3 33,981 3.3 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7-1 21,316 2.1 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４） 

東京都中央区晴海一丁目8-11 20,465 2.0 

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY 
（常任代理人 シティバンク銀行
株式会社） 

388 GREENWICH STREET,NEW YORK,NY 10013 
USA 
（東京都新宿区新宿六丁目27-30） 

12,645 1.2 

THE BANK OF NEW YORK MELLON 
SA/NV 10 
（常任代理人 株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行） 

RUE MONTOYERSTRAAT 46, 1000 BRUSSELS, 
BELGIUM 
（東京都千代田区丸の内二丁目7-1） 

12,525 1.2 

計 － 404,509 39.0 
 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目9-1 2,595 0.3 

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋一丁目9-1 1 0.0 

NOMURA INTERNATIONAL PLC 
1 Angel Lane , London EC4R 3AB , United 
Kingdom 

2,413 0.2 

野村アセットマネジメント 
株式会社 

東京都中央区日本橋一丁目12-1 47,519 4.6 

計 － 52,528 5.1 
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(7) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

平成27年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株（議決権10

個）含まれております。 

 ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式478株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

平成27年９月30日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ─ ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ― 

議決権制限株式(その他) ─ ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 

普通株式 
36,423,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

997,548,000 
997,548 ― 

単元未満株式 
普通株式 

4,029,000 
― ― 

発行済株式総数 1,038,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 997,548 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
日本通運株式会社 

東京都港区東新橋 
一丁目９番３号 

36,423,000 ─ 36,423,000 3.5 

計 ― 36,423,000 ─ 36,423,000 3.5 
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第４ 【経理の状況】 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 207,112 178,970 

    受取手形 13,471 14,703 

    売掛金 321,679 298,282 

    たな卸資産 ※2  6,020 ※2  6,382 

    その他 172,333 184,905 

    貸倒引当金 △1,304 △1,301 

    流動資産合計 719,313 681,942 

  固定資産     

    有形固定資産     

      車両運搬具（純額） 24,092 24,749 

      建物（純額） 234,437 225,342 

      土地 176,165 173,514 

      その他（純額） 57,850 62,880 

      有形固定資産合計 492,545 486,487 

    無形固定資産     

      のれん 14,821 13,477 

      その他 45,265 43,349 

      無形固定資産合計 60,087 56,827 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 133,577 124,173 

      その他 49,103 51,415 

      貸倒引当金 △1,009 △972 

      投資その他の資産合計 181,670 174,615 

    固定資産合計 734,304 717,930 

  資産合計 1,453,617 1,399,872 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形 7,308 7,051 

    買掛金 170,211 144,857 

    短期借入金 83,397 68,675 

    未払法人税等 16,192 9,502 

    賞与引当金 21,752 21,849 

    米国集団訴訟関連引当金 3,899 3,899 

    その他の引当金 1,247 91 

    その他 187,931 174,564 

    流動負債合計 491,940 430,491 

  固定負債     

    社債 65,000 65,000 

    長期借入金 180,969 185,115 

    その他の引当金 1,381 1,338 

    退職給付に係る負債 135,678 137,343 

    その他 28,510 27,779 

    固定負債合計 411,539 416,576 

  負債合計 903,480 847,068 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 70,175 70,175 

    資本剰余金 26,908 25,965 

    利益剰余金 419,851 430,054 

    自己株式 △19,444 △19,458 

    株主資本合計 497,490 506,736 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 61,900 53,904 

    繰延ヘッジ損益 △7 △2 

    為替換算調整勘定 14,901 14,313 

    退職給付に係る調整累計額 △42,375 △39,801 

    その他の包括利益累計額合計 34,419 28,414 

  非支配株主持分 18,227 17,652 

  純資産合計 550,137 552,804 

負債純資産合計 1,453,617 1,399,872 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 919,222 953,224 

売上原価 856,731 882,495 

売上総利益 62,491 70,728 

販売費及び一般管理費 ※1  42,289 ※1  47,607 

営業利益 20,201 23,120 

営業外収益     

  受取利息 329 325 

  受取配当金 1,595 1,777 

  持分法による投資利益 149 328 

  その他 4,962 4,509 

  営業外収益合計 7,036 6,941 

営業外費用     

  支払利息 1,460 1,447 

  その他 775 957 

  営業外費用合計 2,236 2,405 

経常利益 25,001 27,657 

特別利益     

  固定資産売却益 1,613 1,525 

  投資有価証券売却益 5,146 14 

  その他 8 3 

  特別利益合計 6,768 1,544 

特別損失     

  固定資産処分損 2,095 4,550 

  米国集団訴訟関連引当金繰入額 3,315 ― 

  その他 123 473 

  特別損失合計 5,533 5,023 

税金等調整前四半期純利益 26,235 24,177 

法人税等 9,890 8,430 

四半期純利益 16,344 15,746 

非支配株主に帰属する四半期純利益 286 535 

親会社株主に帰属する四半期純利益 16,058 15,211 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益 16,344 15,746 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 2,836 △8,000 

  繰延ヘッジ損益 64 5 

  為替換算調整勘定 △4,496 △691 

  退職給付に係る調整額 395 2,556 

  持分法適用会社に対する持分相当額 △125 18 

  その他の包括利益合計 △1,324 △6,111 

四半期包括利益 15,020 9,634 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 14,872 9,206 

  非支配株主に係る四半期包括利益 147 428 
 

― 17 ―



(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前四半期純利益 26,235 24,177 

  減価償却費 24,189 24,268 

  米国集団訴訟関連引当金の増減額（△は減少） 3,315 ― 

  事業構造改善費用引当金の増減額（△は減少） ― △1,050 

  受取利息及び受取配当金 △1,924 △2,103 

  支払利息 ※2  1,460 ※2  1,447 

  持分法による投資損益（△は益） △149 △328 

  売上債権の増減額（△は増加） △5,573 21,703 

  たな卸資産の増減額（△は増加） 976 △360 

  仕入債務の増減額（△は減少） △10,213 △25,638 

  その他 △2,015 △15,359 

  小計 36,301 26,756 

  利息及び配当金の受取額 2,513 2,214 

  利息の支払額 ※2  △1,511 ※2  △1,441 

  法人税等の支払額 △16,155 △15,723 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 21,147 11,805 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  固定資産の取得による支出 △26,427 △20,995 

  固定資産の売却による収入 1,911 4,203 

  投資有価証券の売却による収入 7,397 29 

  その他 △1,421 △1,423 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △18,539 △18,186 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） 2,428 1,809 

  長期借入れによる収入 30,000 28,448 

  長期借入金の返済による支出 △20,570 △40,768 

  社債の償還による支出 △15,000 ― 

  配当金の支払額 △5,129 △5,007 

  
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出 

― △1,568 

  自己株式の取得による支出 △34 △14 

  その他 △1,009 △606 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △9,314 △17,707 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,642 △456 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,348 △24,544 

現金及び現金同等物の期首残高 125,900 148,942 

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少） 

172 ― 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  117,724 ※1  124,398 
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【注記事項】 

(会計方針の変更等) 

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

  

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日  至  平成27年９月30日) 

(会計方針の変更) 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に

対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年

度の費用として計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業

結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結

会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更

及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、

前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを

行っております。 

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない

子会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の

区分に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株

式の取得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の区分に記載する方法に変更しております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。 

なお、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益及び当第２四半期連結

会計期間末の資本剰余金に与える影響は軽微であります。 
 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日  至  平成27年９月30日) 

税金費用の計算 

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方

法によっております。 
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(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 １ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関からの借入等に対して、債務保証等を行っております。 

  

※２ たな卸資産の内訳 

  

  

 

保証先会社名 
保証額(百万円) 

種類 前連結会計年度 
(平成27年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成27年９月30日) 

株式会社ワールド流通センター 254 201 借入保証 

名古屋ユナイテッドコンテナ 
ターミナル株式会社 

679 639 〃 

Portek International Pte.Ltd. 700 700 〃 

日通商事リーシングタイランド 
株式会社 

1,309 1,460 〃 

その他 428 431 借入保証等 

合計 3,372 3,432   

 

  
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

商品及び製品 3,118百万円 4,025百万円 

仕掛品 465 〃 24 〃 

原材料及び貯蔵品 2,437 〃 2,332 〃 
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(四半期連結損益計算書関係) 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。 

  

  

※２ 前第２四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日 至  平成26年９月30日)  

営業活動によるキャッシュ・フローの「支払利息」及び「利息の支払額」については、販売事業(リース事業)

で売上原価に算入されている金融費用（258百万円）を除いて表示しております。 

  

当第２四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日 至  平成27年９月30日)  

営業活動によるキャッシュ・フローの「支払利息」及び「利息の支払額」については、販売事業(リース事業

等)で売上原価に算入されている金融費用（256百万円）を除いて表示しております。 

  

 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年９月30日) 

人件費 23,619百万円 27,586百万円 

（うち賞与引当金繰入額） 2,813 〃 2,945 〃 

（うち退職給付費用） 885 〃 886 〃 
 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年９月30日) 

現金及び預金 170,239百万円  178,970百万円 

ＣＳＤサービスにかかる現金 △25,044 〃   △25,448 〃 

両替金配金サービスにかかる現金 △19,986 〃   △20,232 〃 

預入期間が３か月を超える定期預金 △7,006 〃 △8,636 〃 

担保に供している定期預金 △478 〃   △253 〃 

現金及び現金同等物 117,724百万円  124,398百万円 
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(株主資本等関係) 

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日) 

  

 １ 配当金支払額 

  

 ２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

  

  

 ３ 株主資本の著しい変動 

     剰余金の配当 

    「1 配当金支払額」に記載のとおりであります。 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日) 

  

 １ 配当金支払額 

  

 ２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

  

  

 ３ 株主資本の著しい変動 

     剰余金の配当 

    「１ 配当金支払額」に記載のとおりであります。 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 5,129 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年10月31日 
取締役会 

普通株式 5,128 5.00 平成26年９月30日 平成26年12月２日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 5,007 5.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年10月30日 
取締役会 

普通株式 5,007 5.00 平成27年９月30日 平成27年12月２日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

  

前第２四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：百万円) 

  

(注) １  セグメント利益の調整額△952百万円には、セグメント間取引消去144百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△1,105百万円が含まれております。 全社費用は、主に企業イメージ広告に要した

費用及び提出会社本社のグループ会社部門等管理部門に係る費用であります。 

２  セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

運送 

国内会社 海外会社 

複合事業 警備輸送 重量品建設 航空 海運 米州 欧州 

売上高               

  外部顧客への売上高 361,747 27,621 24,512 90,889 54,902 31,113 36,930 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

3,823 15 101 1,009 4,772 6,325 2,643 

計 365,571 27,636 24,614 91,898 59,674 37,439 39,574 

セグメント利益 6,471 387 1,124 2,565 2,918 1,740 1,040 
 

  

運送 

販売 その他 計 
調整額 
(注１) 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注２） 

海外会社 

東アジア 
南アジア・
オセアニア

売上高               

  外部顧客への売上高 43,867 26,838 177,852 42,945 919,222 ― 919,222 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

4,229 2,336 30,579 10,883 66,721 △66,721 ― 

計 48,097 29,175 208,432 53,829 985,943 △66,721 919,222 

セグメント利益 726 683 2,763 732 21,153 △952 20,201 
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当第２四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年９月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：百万円) 

  

(注) １  セグメント利益の調整額△2,226百万円には、セグメント間取引消去△35百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△2,239百万円が含まれております。全社費用は、主に企業イメージ広告に要した

費用及び提出会社本社のグループ会社部門等管理部門に係る費用であります。 

２  セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 

  

運送 

国内会社 海外会社 

複合事業 警備輸送 重量品建設 航空 海運 米州 欧州 

売上高               

  外部顧客への売上高 359,888 27,192 27,264 89,032 55,638 40,593 38,361 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

3,868 16 253 1,499 5,347 7,702 2,677 

計 363,757 27,208 27,517 90,531 60,985 48,295 41,039 

セグメント利益 8,777 689 1,626 2,181 3,322 2,732 699 
 

  

運送 

販売 その他 計 
調整額 
(注１) 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注２） 

海外会社 

東アジア 
南アジア・
オセアニア

売上高               

  外部顧客への売上高 52,227 34,154 156,990 71,879 953,224 ― 953,224 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

5,239 2,640 28,804 11,857 69,906 △69,906 ― 

計 57,467 36,795 185,794 83,736 1,023,130 △69,906 953,224 

セグメント利益 581 861 3,175 698 25,346 △2,226 23,120 
 

項目 
前第２四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年９月30日) 

１株当たり四半期純利益金額 15円65銭  15円19銭

(算定上の基礎)     

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 16,058 15,211 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益金額(百万円) 

16,058 15,211 

普通株式の期中平均株式数(千株) 1,025,833 1,001,584 
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（重要な後発事象） 

 取得による企業結合 

当社は、平成27年10月30日開催の取締役会において、株式会社豊田自動織機の100％子会社である株式会社ワンビシ

アーカイブズ（以下、「ワンビシアーカイブズ」）の発行済株式の330,000株を取得することを決議し、同日に株式譲

渡契約を締結いたしました。 

  

１ 企業結合の概要 

（１）被取得企業の名称及び事業の内容 

被取得企業の名称  株式会社ワンビシアーカイブズ 

事業の内容     情報資産管理および保険代理店事業 

  

（２）企業結合を行う主な理由 

当社は、物流を通して社会発展の原動力となることを企業理念に掲げ、創業以来「社会インフラ」の

一翼を担って参りました。 

 一方、ワンビシアーカイブズは、官公庁・金融機関・医療機関等の機密性の高い、極めて重要な文書/

データの管理を担っており、顧客企業の生命線である「信用と信頼」を扱う「社会インフラ」分野を事業

領域として展開しております。また、今後更に成長拡大が期待される情報資産管理業界において、リーデ

ィングカンパニーとして、社会に高い信頼を提供しております。 

 本株式取得により、ワンビシアーカイブズが当社グループの一員になることによって、社会インフラと

してのセキュリティ＆ストレージプラットフォームの構築を加速させ、日本国内外においてより多くのお

客様に新たな価値を提供することができると考えております。 

  

（３）企業結合日 

平成27年12月15日 

  

（４）企業結合の法的形式 

株式取得 

  

（５）結合後企業の名称 

株式会社ワンビシアーカイブズ 

  

（６）取得する議決権比率 

100％ 

  

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が現金を対価として株式を取得するためであります。 

  

２ 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価  現金       86,000百万円 

取得原価            86,000百万円  

  

３ 主要な取得関連費用の内容及び金額 

アドバイザリー費用等（概算額）  300百万円 

  

４ 発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

現時点では確定しておりません。 

  

５ 企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳 

現時点では確定しておりません。 
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２ 【その他】 

中間配当 

平成27年10月30日開催の取締役会において、平成27年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は質

権者に対し、次のとおり中間配当を行う旨を決議いたしました。 

（１）中間配当金（１株につき）                               5.00円 

（２）中間配当金総額                 5,007,882,610円 

（３）支払請求権の効力発生日並びに支払開始日     平成27年12月２日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成27年11月13日

日本通運株式会社 

取 締 役 会   御 中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本通運株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本通運株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  石  川  純  夫  印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    大   下   内     徹     印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    小 野 原  徳 郎    印 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 





【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年11月13日 

【会社名】 日本通運株式会社 

【英訳名】 NIPPON EXPRESS CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  渡 邉 健 二 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都港区東新橋一丁目９番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

日本通運株式会社 大阪支店 

(大阪市北区梅田三丁目２番103号) 

日本通運株式会社 名古屋支店 

(名古屋市中村区名駅南四丁目12番17号) 

日本通運株式会社 神戸支店 

(神戸市中央区浜辺通四丁目１番21号) 

日本通運株式会社 横浜支店 

(横浜市中区海岸通三丁目９番地 横浜ビル) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長 渡邉健二は、当社の第110期第２四半期（自  平成27年７月１日  至  平成27年９月30日）の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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